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平成２５年度液化石油ガス販売事業者等保安対策指針（案）新旧対照表 

新 旧 

平成２５年度液化石油ガス販売事業者等保安対策指針 

 

Ⅰ．保安対策指針の位置付け 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．自主保安活動を含めた保安対策の着実な実施 

 

「液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律」（昭和４２年法律第１４

９号。以下「液石法」という。）は、液化石油ガス販売事業者（以下「ＬＰガス販売事業

者」という。）及び保安機関に対して、一般消費者等の保安を確保するために種々の義務

を課しており、液化石油ガス（以下「ＬＰガス」という。）の保安行政はこれらの保安規

制を中心として行われている。液石法による保安規制については、ＬＰガスの技術の進展

への対応、自主保安の向上を促す規制体系の構築、業務委託の進展等業態の変化に適応し

た規制体系の構築等を背景とした平成８年の液石法改正により、規制の合理化を図る中で

行政の事前規制による直接的関与を必要最小限としつつ、立入検査等による事後規制で法

令遵守を確保する体系となっており、より実効性が高く、自主保安活動の推進につながる

規制とすることを基本としている。 

このため、ＬＰガス販売事業者及び保安機関（以下「ＬＰガス販売事業者等」という。）

は、液石法の下で、法令を遵守することはもとより、自主保安活動を着実に実施していく

ことが求められている。 

 
２．事故の発生状況と法令遵守の状況 

 

（１）事故の発生状況 

・平成２４年においては、ＬＰガス事故の発生件数は２５４件であり、平成２３年の

平成２４年度液化石油ガス販売事業者等保安対策指針 

 

Ⅰ．保安対策指針の考え方 

 

１．自主保安活動の推進 

 

「液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律」（昭和４２年法律第１４

９号。以下「液石法」という。）は、液化石油ガス販売事業者（以下「ＬＰガス販売事業

者」という。）及び保安機関に対して、一般消費者等の保安を確保するために種々の義務

を課しており、液化石油ガス（以下「ＬＰガス」という。）の保安行政はこれらの保安規

制を中心として行われている。保安規制については、ＬＰガスの技術の進展への対応、自

主保安の向上を促す規制体系の構築、業務委託の進展等業態の変化に適応した規制体系の

構築等を背景とした平成８年の液石法改正により、規制の合理化を図る中で行政の事前規

制による直接的関与を必要最小限としつつ、立入検査等による事後規制で法令遵守を確保

する体系となっており、より実効性が高く、自主保安活動の推進につながる規制とするこ

とを基本としている。 

 

２．保安対策の着実な実施 

 

 ガス瞬間湯沸器事故を始めとして製品事故に対する一般消費者等の安全・安心に対する

行政や産業界の取組が社会的にも大きな問題として取り上げられたように、国民の求める

安全に対するニーズが高まっており、より一層消費者目線からの保安の確保が求められて

いる。このため、ＬＰガス販売事業者及び保安機関（以下「ＬＰガス販売事業者等」とい

う。）は、液石法の体系の下で、液石法に係る法令を遵守することはもとより、実効性の

高い保安管理システムを導入し、保安対策を着実に実施していくことが求められているこ

とを十分に認識することが必要である。 

また、平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災の教訓を踏まえ、政府においても

総合資源エネルギー調査会高圧ガス及び火薬類保安分科会液化石油ガス部会を始めとし

て様々な検討が進められているが、ＬＰガス販売事業者等においては、これらの検討結果

も踏まえ、震災発生時における保安確保のための具体的な取組についても、着実に実施し

ていくことが求められる。 

 

 

３．法令違反の状況と事故の発生状況 

 

 平成２３年度においても、供給開始時点検の不実施、定期供給設備点検・定期消費設備

調査（以下「定期点検・調査」という。）の法令に定められている期限の遅延、定期点検・
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２２６件から２８件増加し、３年連続して前年を１０％超上回り、近年３年（平成

２１～２３年）の平均（２０５．０件）を上回った。 

・被害状況については、 

－死亡者数は１人であり、平成２３年の１人と同数であり、近年３年（平成２

１～２３年）の平均（３．３人）を下回った。 

－負傷者数は８８人であり、平成２３年の８８人と同数であり、近年３年（平

成２１～２３年）の平均（１０６．３人）に比して低い水準であったが、Ｃ

Ｏ中毒事故等が特に多発した平成２１年を除いた平成２０、２２、２３年の

平均（８３．３人）を上回る水準となった。 

・月別の推移をみると、年初は積雪や落雪による事故が昨年を上回って発生したため、

昨年よりも更に件数が増加し、それ以降は例年と同様のトレンドを示したものの、

平成２年の２６２年以降最多の２５４件となった。 

 

（詳細は「平成２４年のＬＰガス事故の発生状況」を参照。） 

 

 

 

 

 

（２）法令遵守の状況 

  ア）経済産業省本省 

   ・経済産業省本省が平成２４年度に計画している１５社（１５事業所）に対する立

入検査については、１２月までの間に１１社（１１事業所）に対して実施。これ

までのところ大きな法令違反は見られていないが、次のような不備事項が確認さ

れ、担当官による口頭注意を行った。 

１）委託契約書の内容等の不備（９件：８件は「災害が発生するおそれがある

場合の連絡に関する事項」関連） 

２）帳簿に係る不備（５件：４件が誤記入、１件が未記入） 

３）行政手続等の不備（３件） 

など 

   ・立入検査とは別に、保安機関２社で次のような行政事務手続の不備に係る法令違

反が確認された。これら２社に対し、ガス安全室長による口頭注意及び文書によ

る改善指示を行った。 

１）一般消費者等の数の増加認可申請書の未提出 ⇒ 口頭注意 

２）保安機関認定更新申請書を認定の満了する３０日前を過ぎて提出 ⇒ 文書

による改善指示 

  イ）産業保安監督部 

   ・経済産業省産業保安監督部が平成２４年度に計画している１３４社（１５０事業

所）に対する立入検査については、４月から１２月までの間に１００社（１１４

調査の一部未実施、液石法第１４条第１項に規定する書面（以下「１４条書面」という。）

の未交付等重大な法令違反事例が認められ、ＬＰガス販売事業者等への社会的信頼が損な

われる事態が発生している。 

 

平成１８年以降事故件数が急増している原因としては、事故届出の厳格化による捕捉率

の向上も一因ではあるが、平成２３年の液化石油ガス事故（以下「ＬＰガス事故」という。）

件数は２２６件と前年に比べ２２件増加、死亡者は２人で３人減少、負傷者は９０人で７

人増加し、依然として事故件数は高い水準であり被害状況も大きな改善には至っていな

い。平成２３年では、１月に長崎県（被害者数１０人）、８月に福岡県（被害者数６人）

で多数の被害者を出した一酸化炭素（以下「ＣＯ」という。）中毒事故が発生しており、

ＣＯ中毒事故件数は平成２２年の８件から１０件に増加、死亡者は平成２２年の３人から

１人に減少、症者は平成２２年の１６人から３２人に増加した。中でも、平成２３年は一

般消費者等によるガス栓等の誤開放に起因する事故が増加しているほか、ＬＰガス販売事

業者等に起因する事故のうち供給設備の腐食等劣化による事故が依然として多く発生し

ている。平成２３年に発生した事故には、ＬＰガス販売事業者の不適切な管理や保安機関

が法令に定める保安業務を適切に実施していなかったことによる事故も含まれる。 

このような状況を改善するには、ＬＰガス販売事業者等においては、設備の適切な管理

や法令遵守の徹底と自主的な保安確保に向けた努力がより一層必要である。 
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事業所）に対して実施。これまでのところ大きな法令違反は見られていない 

 

（詳細は「平成２４年度立入検査の実施状況及び平成２５年度立入検査の重点」を参照。） 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．保安対策指針の策定 

 

経済産業省は、ＬＰガス販売事業者等に対して、 

（１）事業遂行の前提である法令の確実な遵守と適切な保安対策を実施すること 

（２）時代や社会の要請に応じて自主保安の高度化を一層推進すること 

（３）液化石油ガス業界団体が表明した事故対策等保安対策を、具体的にかつ確実に実

 

 

 

 

４．エネルギー基本計画での安全確保責任 

 

平成２２年６月に策定されたエネルギー基本計画（※１）では、ＬＰガスを「分散型エ

ネルギー供給源で、災害時対応にも優れ、化石燃料の中で比較的ＣＯ２排出が少ないクリ

ーンなガス体エネルギーであり、重要なエネルギー源として引き続き低炭素社会の実現に

も資する利用を促進する。」と位置付けている。一方、「エネルギーは適切に利用しないと

大規模な事故をもたらす危険性がある。このため、安全の確保がすべてに優先されなけれ

ばならない。」、「事業者は安全確保に第一義的な責任を有していることを踏まえ、安全規

制法令を遵守することはもちろん、効果的な社内体制の維持・向上に向けた努力が求めら

れる。」ともされており、安全確保の重要性や事業者の責務についても示されている。 

※１：平成２３年１０月より、総合資源エネルギー調査会基本問題委員会において、

現行のエネルギー基本計画をゼロベースで見直し、新たなエネルギーミックス

とその実現のための方策を含む新しい計画についての議論が開始されている。 

 

５．要請４項目及び重点事故防止対策３項目 

 

 最近の法令違反の状況及び事故の発生状況並びに一般消費者等の社会的信頼の確保を

図る観点を踏まえ、平成２４年度において、次に掲げる４項目をＬＰガス販売事業者等に

対して要請することとする。 

○法令遵守の徹底 

○組織内のリスク管理の徹底 

○事故防止対策 

○自然災害対策 

特に、事故防止対策については、平成２３年の事故状況等から、 

・業務用施設等におけるＣＯ中毒事故の防止 

・一般消費者等に起因する事故の防止 

・ＬＰガス販売事業者等に起因する事故の防止 

を重点に対応すべきである。 

 

６．保安対策指針の策定 

 

原子力安全・保安院（以下「保安院」という。）（※２）は、上述の状況に鑑み、改めて

ＬＰガス販売事業者及び保安機関に対して、 

（１）消費者保安の原点に戻り、事業遂行の前提である法令の確実な遵守と適切な保安 

対策を実施すること 
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施すること 

（４）今後の自然災害の発生に備え、万全の保安対策を実施すること 

を求め、もって一般消費者等に係る適切な保安の維持・確保を図ることを要請するため、

この指針を策定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除し、「平成２４年のＬＰガス事故の発生状況」として別に作成） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）時代や社会の要請に応じて自主保安の高度化を一層推進すること 

（３）液化石油ガス業界団体が表明（コミット）した事故対策等保安対策を、具体的に 

積極的かつ確実に実施すること 

（４）今後の自然災害の発生に備え、万全の保安対策を実施すること 

を求め、もって一般消費者等に係る適切な保安の維持・確保を図ることを要請する

ため、この指針を策定するものである。 

※２：現在、原子力安全・保安院が担っている液化石油ガスの保安行政を含む産業保

安行政は、今後、原子力安全・保安院の組織改編にともない、製品安全行政等

の知見を持つ商務流通グループが担う予定としているが、移行後においても引

き続き液化石油ガスの保安行政の担当部署が、この指針に掲げる具体的な要請

等を行っていくこととする。 

保安院は、毎年度この指針の実施状況について点検し、次年度の指針の策定等に反映し

ていくこととする。 

 

 

Ⅱ．平成２３年の事故発生状況  

 

１．事故発生状況 

 

一般消費者等に係るＬＰガス事故の発生状況は、昭和５４年に７９３件（死傷者８８８

人）を記録した後、減少に転じ、平成９年には６８件（死傷者７０人）となったが、平成

１０年から平成１７年までの間は、７５～１２０件／年の発生状況であった。その後、平

成１７年の悪質な法令違反事例に関連しての法令遵守の徹底指導や平成１８年のパロマ

製湯沸器に係る事故発生に伴う事故届けの徹底指導により、潜在化していた事故の捕捉率

が向上したためと推測されるが、平成１８年以降については、事故件数が増加し、年毎の

多少の変動はあるが１８５～２３９件／年で推移している。平成２３年においては、ＬＰ

ガス事故の発生件数は２２６件であり、近年の事故発生件数と比較すると高い水準にあ

る。 

 

（１）事故件数及び被害状況 

 平成２３年においては、ＬＰガス事故の発生件数は２２６件であり、平成２２年の２

０４件から２２件増加し、２年連続で前年を上回るとともに、近年３年（平成２０～２

２年）の平均（２０７．７件）を上回った。 

  被害状況については、死亡者数は２人であり、平成２２年の５人から３人減少し、近

年３年（平成２０～２２年）の平均（４．３人）を下回った。また、負傷者数は９０人

であり、平成２２年の８３人を上回り、近年３年（平成２０～２２年）の平均（１０３．

３人）に比して低い水準であったが、ＣＯ中毒事故等が特に多発した平成２１年を除い

た平成１９、２０、２２年の平均（８６．７人）と同等の高い水準となった。  

 なお、月別の推移をみると、年初は積雪や落雪による事故が多発したため、同様に豪
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雪となった平成１８年と同様のトレンドを示し、６月時点では過去６年で最も多い１５

１件となった。一方、７月以降は、潜在化していた事故の捕捉率が向上したと推測され

る平成１８年以降よりも緩やかなペースとなったものの、平成２３年通年では過去６年

では３番目に多い２２６件となった。  

 

（２）重大な事故（Ｂ級以上の事故）の発生状況 

平成２３年のＢ級以上の事故の発生状況は、Ｂ級事故（※３）が４件、Ａ級事故（※

４）が０件であり、平成２２年のＢ級事故６件、Ａ級事故０件の計６件から２件減少し、

近年３年（平成２０～２２年）の平均（６．０件）に比して低い水準であった。死亡者

数は、上記（１）のとおり、平成２２年の５人から３人減少して２人となった。また、

負傷者数は、平成２２年の１０人から７人増加して１７人となり、近年３年（平成２０

～２２年）の平均（２８．０人）に比して低い水準であったが、ＣＯ中毒事故等が特に

多発した平成２１年を除いた平成１９、２０、２２年の３年の平均（７．０人）より高

い水準となった。 

※３：死亡者１人以上４人以下、重傷者２人以上９人以下、負傷者６人以上２９人以

下、直接被害総額１億円以上２億円未満、社会的影響大のいずれかに該当する

事故 

※４：被害等がＢ級事故を上回る事故 

Ｂ級事故のうちＣＯ中毒事故は３件で全体の７５％を占めており、平成２２年の５

０％、近年３年（平成２０～２２年）の平均の６１％を上回り、引き続きその割合は高

い。また、これによる被害は、死亡者数１人、症者数１６人であり、近年３年（平成２

０～２２年）の平均（事故件数３．７件、死亡者数２．７人、症者２４．０人）に比し

て低い水準であったが、ＣＯ中毒事故等が特に多発した平成２１年を除いた平成１９、

２０、２２年の３年の平均（事故件数２．７件、死亡者数２．３人、症者数５．３人）

に比して死亡者は少なかったものの症者数が多い状況である。平成２３年のＣＯ中毒事

故の原因は、メンテナンス不足により不完全燃焼した燃焼器具を給排気不良の状態で使

用したことによるものなどであった。 

  Ｂ級事故のうちＣＯ中毒以外の１件は、漏えい爆発・火災事故であり、これによる被

害は、死亡者数１人、負傷者数１人であった。 

  なお、Ｂ級事故に関して、平成２１年に１事故で多数の被害が生じた事故が複数発生

したことが負傷者数を７３人に大きく押し上げている結果となったことは記憶に新し

いところであり、宿泊施設、飲食店など業務用施設等でＣＯ中毒事故が発生した場合、

その利用者等を含め多数の被害を生じせしめることとなることに十分に留意すること

が必要である。 

 

（３）現象別発生状況 

  平成２３年の事故について、現象別の発生状況をみると、漏えい・漏えい爆発・漏え

い火災に係るものが２１５件（事故総数の９５．６％、Ｂ級事故１件を含む。）、ＣＯ中

毒に係るものが１０件（事故総数の４．４％、Ｂ級事故３件を含む。）となっており、
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漏えい・漏えい爆発・漏えい火災に係るものが太宗を占めている（※５）。近年３年（平

成２０～２２年）の平均は漏えい・漏えい爆発・漏えい火災に係るものが１９８．３件

（事故総数の９５．５％、Ｂ級事故２．３件を含む。）、ＣＯ中毒に係るものが９．３件

（事故総数の４．５％、Ｂ級事故３．７件を含む。）となっており、平成２３年はＣＯ

中毒に係るものの比率がほぼ同水準となった。 

※５：漏えい・漏えい爆発・漏えい火災及びＣＯ中毒に係るもの以外に、酸欠に係る

ものが平成２３年は１件（症者数２名）発生しているが、平成１９～２２年は

０件である。 

一方、現象別の被害状況についてみると、漏えい・漏えい爆発・漏えい火災に係る死

亡者数は１人、負傷者数は５６人、ＣＯ中毒に係る死亡者数は１人、症者数は３２人で

あった。発生件数を分母として１件の事故あたりの死傷者数でみてみると、漏えい・漏

えい爆発・漏えい火災に係るものは、死亡者数０．００５人／件、負傷者数０．２６人

／件、ＣＯ中毒に係るものは、死亡者数０．１０人／件、症者数３．２人／件であり、

ＣＯ中毒事故は、発生件数自体は少なくても事故が発生した場合には多数の死傷者を発

生させる重大な結果に至る場合が多いことを示している（※６）。 

※６：近年３年（平成２０～２２年）の平均の１件の事故あたりの死傷者：漏えい・

漏えい爆発・漏えい火災に係るものは、死亡者数０．００８人／件、負傷者数

０．３４人／件、ＣＯ中毒に係るものは、死亡者数０．２９人／件、症者数３．

９人／件であり、多数の被害を生じたＣＯ中毒事故等が特に多発した平成２１

年を除いた平成１９、２０、２２年の平均の１件の事故あたりの死傷者：漏え

い・漏えい爆発・漏えい火災に係るものは、死亡者数０．００９人／件、負傷

者数０．３２人／件、ＣＯ中毒に係るものは、死亡者数０．２８人／件、症者

数２．１２人／件であり、いずれの場合もＣＯ中毒事故は死傷者数が桁違いに

多数となっている。 

  平成２３年のＣＯ中毒事故の発生状況は１０件（Ｂ級事故３件を含む。）であり、平

成２２年の８件から２件増加し、近年３年（平成２０～２２年）の平均９．３件（Ｂ級

事故３．７件を含む。）と比較してもやや高い水準にある。死亡者数は１人で平成２２

年の３人から２人減少したが、症者数は３２人で平成２２年の１６人の倍となった。 

 平成２３年のＣＯ中毒事故についてその原因をみると、住宅（一般住宅、共同住宅、

寮・寄宿舎等（居住部分））においては３件発生しており、燃焼器の排気口を閉塞した

ことによる排気不良によるもの、排気筒からの排気漏れによるもの、換気扇が故障しか

つ燃焼器の給気口を閉塞していたことによるものがそれぞれ１件となっている。また、

業務用施設等においては７件発生しており、換気不良によるもの、燃焼器の不完全燃焼

と換気不備の複合原因によるものがそれぞれ２件、排気筒の不備による排気漏れによる

もの、燃焼器の空気量の調整不良と換気不備によるもの、温水ボイラーの給気の調整不

良によるものがそれぞれ１件となっている。また、業務用施設等で発生したもの７件の

うち５件については、いずれも業務用換気警報器等は設置されていなかった。 

 

（４）事故の原因者等別発生状況 
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  平成２３年の事故について、原因者等別の発生状況をみると、一般消費者等に起因す

るものが６５件、雪害等自然災害に起因するものが５３件、ＬＰガス販売事業者等（※

７）に起因するものが４１件、他の事業者（※８）に起因するものが１６件、一般消費

者等及びＬＰガス販売事業者等の両者に起因するものが１１件、その他（※９）が１２

件、不明（※１０）が２８件となっている。これらの前年の件数は、一般消費者等起因

８３件、雪害等自然災害７件、ＬＰガス販売事業者等起因３３件、他の事業者起因３１

件、一般消費者等及びＬＰガス販売事業者等起因７件、その他８件、不明３５件となっ

ており、また、近年３年（平成２０～２２年）の平均の件数は、一般消費者等起因６９．

７件、雪害等自然災害起因８．３件、ＬＰガス販売事業者等起因４４．３件、他の事業

者起因３５．７件、一般消費者等及びＬＰガス販売事業者等起因６．３件、その他８．

０件、不明３５．３件であり、一般消費者等起因の事故については前年より減少したも

のの例年並みで最も多く、ＬＰガス販売事業者等起因の事故は平成２２年までは減少傾

向が認められていたものの件数としては前年より増加し、一般消費者等及びＬＰガス販

売事業者等起因は前年及び例年よりも高水準となった。また、平成２３年は雪害等自然

災害によるものが５３件と、平成２２年の７件、近年３年平均の８．３件を大きく上回

った。 

※７：ここでいう「ＬＰガス販売事業者等」は、ＬＰガス販売事業者及び保安機関の

他、ＬＰガス配送事業者を含む。  

※８：「他の事業者」は、「設備工事業者」、「充てん事業者」、「他工事業者」及び「器

具メーカー」である。 

※９：「その他」は、一般消費者と他の事業者に起因するもの、販売事業者と他の事

業者に起因するもの、当該事故に係るＬＰガスの消費者ではない者(隣人、建

物所有者、隣接施設の従業員、団地管理者等)に起因するもの、他工事業者と

地盤の変動によるもの等である。 

※10：「不明」は、消防・警察で調査中であるもの、原因は判明したが誰の行為によ

るものかが不明であるもの、器具の損傷理由やガス漏えいの原因が特定できな

いもの等である。 

一般消費者等に起因する事故は、全体のうちの２８．８％と最も大きな割合を占めて

おり、４件のＢ級事故のうち１件が含まれている。一般消費者等に起因する事故の原因

としては、末端ガス栓や器具栓の誤開放（１９件）、こんろや風呂釜の点火ミス・立ち

消え（１９件）が最も多く、これに換気不足や燃焼器の取扱いミスなどの消費機器の不

適切な使用（１２件）が続く。これらの近年３年（平成２０～２２年）の平均は、誤開

放（１０．７件）、点火ミス・立ち消え（１９．０件）、不適切な使用（２６．７件）で

あり、点火ミス・立ち消え及び不適切使用は同水準又は減少となっているが、誤開放に

ついては増加の傾向が見受けられる。とりわけ誤開放による事故の内容をみると未使用

側のガス栓を誤って開けたため少量のガスが漏れ引火したもの、未使用側の開閉操作を

繰り返したためガスが漏えいしたもの、未使用側のガス栓に取り付けられたゴミ・汚れ

防止のためのアルミホイルやプラスチックキャップによってガス栓のヒューズ機能が

働かずガス漏えいに至ったものなどが見受けられている。被害状況については、死亡者
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数が１人、負傷者数が３１人であり、近年３年（平成１９～２１年）の平均の死亡者数

１．７人、負傷者数４９．７人を下回った。 

ＬＰガス販売事業者等に起因する事故は、全体のうちの１８．１％を占めており、Ｂ

級事故に該当するものはなかった。ＬＰガス販売事業者等に起因する事故の主な原因と

しては、供給設備の腐食等劣化（１９件）、設備工事や修理工事時の工事ミス・作業ミ

ス（１０件）、容器交換時の接続ミス等（１２件）が挙げられる。近年３年（平成２０

～２２年）の平均は、腐食等劣化（１７．３件）、工事ミス・作業ミス（１２．０件）、

容器交換時の接続ミス等（７．７件）であり、容器交換時の接続ミス等に増加傾向が見

られた。 

 

（５）事故の場所別発生状況 

  平成２３年の事故について、場所別の発生状況をみると、住宅が１４３件（一般住宅

が７９件、共同住宅が６０件、寮・寄宿舎等（居住部分）が４件）であり全体の６３．

３％を占めており、業務用施設等が８４件（飲食店が２７件、学校が７件、旅館が４件、

その他（※１１）が４５件）であり全体の３６．７％を占めている。また、これらにつ

いて、それぞれの近年３年（平成２０～２２年）の平均をみると、住宅が１３１．４件

（一般住宅が７７．７件、共同住宅が５２．７件、寮・寄宿舎等（居住部分）が１．０

件）であり全体の６３．２％を占めており、業務用施設等が７６．３件（飲食店が３２．

０件、学校が５．７件、旅館が２．３件、その他が３７．３件）であり全体の３６．８％

を占めている。個々の場所の分類について顕著な増減傾向や偏在傾向は見受けられず、

住宅と業務用施設等とで大別すると、概ね住宅が６割を、業務用施設等が４割を占めて

いる。 

※11：「その他」は、寮・寄宿舎等（居住部分以外）、病院、工場、事務所、倉庫、飲

食店以外の店舗、福祉施設、交流施設、公共施設、温浴施設、車両、空き地な

どである。 

平成２３年のＢ級事故４件について、場所別の発生状況をみると、住宅が２件（共同

住宅が１件、寮・寄宿舎等（居住部分）が１件）、業務用施設等が２件（旅館が１件、

その他（工場の食堂）が１件）であり、４件という少ない母数の中ではあるが住宅と業

務用施設等が同数となった。これらについて、近年３年（平成２０～２２年）の計１８

件について、それぞれ平均をみると、住宅が１．６件（一般住宅が１．３件、共同住宅

が０．３件）であり全体の２７．８％を占めており、業務用施設等が４．３件（飲食店

が２．０件、旅館が０．３件、学校が０．７件、その他が１．３件）であり全体の７２．

２％を占めており、事故全体の発生件数とは逆に住宅が３割弱、業務用施設等が７割弱

を占める状況となっている。 

以上から、発生場所に関しては、事故件数としては住宅におけるものが多いが、重大

な事故は、傾向としては業務用施設等におけるものが多く発生している状況にあること

がわかる。また、平成２３年においても旅館の宴会場における事故（被害者数１０人）、

工場の食堂における事故（同６人）のＣＯ中毒事故２件は業務用施設等で発生したＣＯ

中毒事故である。このように業務用施設におけるＣＯ中毒事故は、１件の事故で多数の
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被害者を生じる重大事故につながる可能性が高いため、特に留意する必要がある。 

  平成２３年のＣＯ中毒事故１０件について、場所別の発生状況をみると、住宅が３件

（共同住宅が１件、寮・寄宿舎等（居住部分）が２件）、業務用施設等が７件（飲食店

が２件、ホテル、パン屋、菓子店、工場の食堂、農作業場がそれぞれ１件ずつ）となっ

ている。業務用施設等において上記のとおり２件のＢ級事故が発生している他、寮・寄

宿舎等（居住部分）においても１名が死亡するＢ級事故が発生している。 

 

（６）事故の発生箇所別発生状況 

  平成２３年の事故について、発生箇所別の発生状況をみると、供給設備が９９件（供

給管が３８件、調整器が２８件、高圧ホース・集合装置・ガスメーターが２０件、容器・

容器バルブが８件、バルク貯槽・バルク容器・附属機器等が４件、その他が１件）、消

費設備が１２５件（配管が２９件、業務用燃焼器（業務用こんろや業務用レンジなど）

が２４件、末端ガス栓が１８件、金属フレキシブルホース・低圧ホース・ゴム管等が１

８件、風呂釜が１６件、瞬間湯沸器が１１件、こんろが６件、その他が３件）、不明が

２件となっている。また、これらについて、それぞれの近年３年（平成２０～２２年）

の平均をみると、供給設備が８０．７件（供給管が２８．３件、調整器が１４．７件、

高圧ホース・集合装置・ガスメーターが１６．７件、容器・容器バルブが１４．７件、

バルク貯槽・バルク容器・附属機器等が３．７件、その他が２．７件）、消費設備が１

２３件（配管が１３．７件、業務用燃焼器が２７．０件、末端ガス栓が１５．７件、金

属フレキシブルホース・低圧ホース・ゴム管等が２０．７件、風呂釜が２２．０件、瞬

間湯沸器が６．７件、こんろが９．３件、その他が９．３件）、不明が３件である。平

成２２年との比較では、供給管が２７件から３８件へ、調整器が９件から２８件へ、配

管が１５件から２８件へといった増加がみられるが、近年３年との比較を含めてみる

と、個々の発生箇所の分類について顕著な増減傾向があるようなものは見受けられな

い。 

平成２３年のＢ級事故４件のうち、供給設備に係るものはなく、すべて消費設備に係

るものであり、温水ボイラー、ゴム管、換気扇、排気筒がそれぞれ１件ずつであった。

温水ボイラーに係るものはバーナーの給気の調整不良による不完全燃焼のためのＣＯ

中毒であった。換気扇に係るものは、ガス湯沸器の使用に際して換気扇が故障していた

上、給気口が目張りされていたものであった。排気筒に係るものは、食堂厨房のラーメ

ン釜の排気筒が腐食により経路が閉塞したものであった。また、ゴム管に係るものにつ

いては現在も詳細調査中である。 

発生箇所毎の原因の代表例を挙げると、以下のとおりである。 

「容器・容器バルブ」：容器交換時の接続ミスや空き家等における放置容器の腐食 

「調整器」：経年劣化によるダイアフラムの破れ、接続部の緩み 

「供給管、高圧ホース・集合装置・ガスメーター」 

及び「配管、金属フレキシブルホース・低圧ホース・ゴム管等」 

：経年劣化、金属疲労、管種の選定誤りによる腐食 

「末端ガス栓」：誤開放 
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「風呂釜」：点火ミス 

「業務用燃焼器」：点火ミスや消費者の取り扱い不備 

「バルク貯槽・バルク容器・附属機器等」：安全弁の交換作業における手順の誤り 

 

  近年３年（平成２０～２２年）の平均でみた場合、業務用燃焼器において発生してい

るＢ級事故の件数は２．３件で、他の発生箇所に比べて多くなっている。被害状況につ

いてみた場合も、平成２３年に業務用燃焼器で発生した事故による負傷者数は４１人と

最も多く、近年３年（平成２０年～２２年）の平均は４１．３人と他の発生箇所よりも

多い。業務用燃焼器には、業務用こんろや業務用レンジなど業務用に用いられる様々な

燃焼機器が含まれているが、平成２３年においては、特に業務用こんろ（６件）、業務

用麺ゆで器（５件）、業務用レンジ（３件）で事故が発生している。 

 

（７）質量販売に係る事故発生状況 

  平成２３年の質量販売に係る事故件数は１０件で、平成２２年の１１件から１件減少

したが、近年３年（平成２０～２２年）の平均（１０．３件）と同水準であった。 

  被害状況については、負傷者数は９人であり、平成２２年の１０人から減少し、近年

３年（平成２０年～２２年）の平均１２．７人を下回っている。また、死亡者数は０人

であり、平成２２年の２人から減少している。 

   

Ｂ級事故については、平成２３年は発生しなかった。しかしながら、平成１９年以降

平成２２年まで、平成２１年を除いて毎年１～２件のＢ級事故が発生し、特に平成２２

年は平成１９年と同様に２人の死亡者が発生しており、質量販売においても、状況によ

っては、重大な被害を及ぼす事故が発生していることに留意する必要がある。 

  事故原因及び原因者別にみると、配管継手部の緩み、ゴム管の劣化等一般消費者等に

起因するものが２件、配管と調整器の接続不十分、換気不良による不完全燃焼、器具取

扱いミス等一般消費者等及びＬＰガス販売事業者等の両者に起因するものが４件、ガス

の漏えい原因が不明なものが４件であり、一般消費者等及びＬＰガス販売事業者等の両

者に起因する事故の割合が多い状況となっている。そのうち、事故の直接的な原因では

ないものの、１４条書面の未交付や保安業務の未実施、配管接続未実施などＬＰガス販

売事業者等の法令違反が確認された事故が６件発生している。 

  発生箇所別にみると、調整器で４件、配管で２件、燃焼機器で２件、ゴム管で１件、

不明が１件となっている。 

 

（８）バルク供給に係る事故発生状況 

  平成２３年のバルク供給に係る事故件数は７件で、平成２２年の４件から３件増加し

ており、近年３年（平成２０～２２年）の平均（４．３件）と比べて、高水準であった。 

事故の内容をみると、漏えい事故６件に加え、平成２２年はなかった漏えい火災事故

が１件、発生し、人的・物的被害が生じている。当該事故は、安全弁の交換作業の基本

的な手順によらずに作業を行ったために事故に至ったものであり、基本的な作業手順の
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遵守・徹底が重要であることを改めて示すものである。その他は、液取り出し弁の緩み

によるものが２件、積雪による供給管の損傷が１件、落雪による調整器の損傷が１件、

調整器の閉そく圧力不良によるものが１件、安全弁交換作業時のミスによるＬＰガス販

売事業者及び設備工事業者に起因するものがそれぞれ１件であった。 

 

（９）分析のまとめ 

平成２３年におけるＬＰガス事故の発生件数は、２２６件と２年連続で前年を上回

り、引き続き高い水準となった。 

重大な事故（Ｂ級以上の事故）の発生件数については減少したものの２人の死亡事故

が発生した。また、４件の重大な事故のうち３件はＣＯ中毒事故であり、引き続きその

割合は高い。 

現象別の発生状況の点からみると、漏えい・漏えい爆発・漏えい火災に係るものとＣ

Ｏ中毒事故に係るものに大別した場合、ＣＯ中毒事故は、発生件数自体は少なくても事

故が発生した場合には多数の死傷者を発生させる重大な結果に至る場合が多い。 

原因者別の発生状況の点からみると、一般消費者等起因の事故は、前年よりは減少し

ているものの事故総数の３割弱を占め、例年同様最も大きな割合を占めた。事故の原因

としては、末端ガス栓や器具栓の誤開放、こんろや風呂釜の点火ミス・立ち消え、換気

不足などの消費機器の不適切な使用が多く、中でも誤開放については増加の傾向が見受

けられる。ＬＰガス販売事業者等起因の事故は、減少傾向が認められていたものの前年

よりも増加した。事故の主な原因としては、供給設備の腐食等劣化、設備工事や修理工

事時の工事ミス・作業ミス、容器交換時の接続ミス等が多い。 

  場所別の発生状況の点からみると、住宅と業務用施設等とで大別してみた場合、全体

の件数では住宅が６割を、業務用施設等が４割を占めるが、重大事故に着目してみると、

近年の傾向としては全体の件数とは逆に住宅が３割弱、業務用施設等が７割強である。 

  発生箇所別の発生状況の点からみると、供給設備のうちの供給管、調整器、高圧ホー

ス・集合装置・ガスメーター、消費設備のうちの配管、業務用燃焼器、末端ガス栓、金

属フレキシブルホース・低圧ホース・ゴム管等が多かった。個々の発生箇所の分類毎に

ついて顕著な増減傾向があるようには見受けられない。また、重大な事故に係るものと

して、業務用燃焼器の占める割合は大きい。 

  質量販売に係る事故については、件数としては横這い状態であり、Ｂ級事故は発生し

なかった。一般消費者等が関与する事故が多いが、周知の不足や配管接続の未実施、保

安業務の未実施等ＬＰガス販売事業者等の法令違反が確認された事故も多数発生して

いる。 

  バルク供給に係る事故の件数は増加した。安全弁の交換作業の際の手順の誤りによる

ガスの大量漏えい・火災事故の他、雪害に起因しているものが多い。 

 

２．事故の背景にある法令違反等 

 

平成２３年に発生した事故に関連した液石法の法令違反について、ＬＰガス販売事業者
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（削除し、「平成２４年度の立入検査の発生状況」として別に作成） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

等に係るものとしては、供給開始時点検・調査、定期点検・調査及び容器交換時点検の未

実施等や不備による供給設備・消費設備の技術基準不適合の見落とし、緊急時等の対応に

おける作業ミス、質量販売における法定書面の未交付や周知の未実施及び配管接続の未実

施や定期調査の未実施、設備工事における燃焼器と接続されないで設置されている末端ガ

ス栓の設置方法の不備が主なものとして挙げられる。また、一般消費者等に係るものとし

ては、末端ガス栓と燃焼器が不適切な方法で接続されているものが挙げられる。 

また、法令違反ではないものの、宮崎県において、メーカーの交換推奨期限を超えて使

用されていた調整器が故障したことで、末端ガス栓からガスが漏えいし、消費者が爆発に

より重傷の火傷を負う被害を生じる事故が発生した。これを受けて、宮崎県では県内のＬ

Ｐガス販売事業者にメーカーの交換推奨期限を越えた調整器の実態調査及び早期交換を

要請したところであり、これを受けて九州産業保安監督部を始めとする産業保安監督部及

び保安院本院（以下「本院」という。）でも同様の実態調査を実施した。 

 

 

Ⅲ．重大な法令違反への対応  

 

保安院では、重大な法令違反に対しては、法令に基づく行政処分又は行政指導を行うと

ともに、必要により関係業界団体等を通じ、ＬＰガス販売事業者等に対し法令遵守の徹底

等に係る周知、注意喚起等を行ってきたところである。平成２３年度においても、立入検

査等において法令違反及び不適切な事案が確認されたことから、本院及び産業保安監督部

において、次のような措置を講じた。 

 

１．本院の対応 

 

立入検査等において重大な法令違反等が確認された２社に対し、液石法の規定に基づく

行政処分又は原子力安全・保安院長名による行政指導（厳重注意）を行った。各事案の概

要は以下のとおりである。 

 

（１）立入検査により、保安機関の実施した保安業務について、次の①～③の違反が確認

されため、①及び②の事項に関し、液石法第３４条第３項の規定に基づき、保安業務

の実施、改善等を命じるとともに、③の事項に関し、厳重注意を行い、保安業務の実

施、改善等を指導した。 

① Ａ営業所において、保安業務を実施すべき一般消費者等２件のうち２件の保安業

務について、液石法第３４条第１項の規定に違反し、バルク供給設備の充てん作業

時点検において行うべき点検が実施されていなかった。 

② Ｂ営業所において、保安業務を実施すべき一般消費者等２件のうち２件の保安業

務について、液石法第３４条第１項の規定に違反し、バルク供給設備の充てん作業

時点検において行うべき点検の一部が実施されていなかった。 

③ Ｃ営業所において、保安業務に係る一般消費者等の数の範囲として液石法第２９
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Ⅱ．ＬＰガス販売事業者等が講ずべき具体的な保安対策（要請４項目）及び重点事故防止

対策３項目  

 

最近の事故の発生状況及び法令遵守の状況を踏まえ、平成２５年度において、次に掲げ

条の認定を受けている数は５００件であるが、これを超過する５０８件について保

安業務を実施していた。 

 

（２）ＬＰガス販売事業者からの申告により、液石法第８条に基づく保安業務の委託先を

変更した場合において行うべき届出がなされていないことが確認され、また、液石法

第８２条第１項に基づく報告徴収により、液石法第１４条第１項の規定に基づく変更

に係る書面の未交付、液石法第８条の規定に基づく届出の遅延などが確認されたた

め、厳重注意を行い、書面の再交付、届出の提出等を指導した。 

これらの法令違反の背景として、本社と販売所・事業所との間の意思疎通が不十分で

あったことも要因となっているものと考えられる。 

また、これ以外の事案においては、保安機関が実施した保安業務の結果を委託元で

あるＬＰガス販売事業者に通知することが確認できなかったものが見受けられた他、

委託契約書、点検・調査票、帳簿等の記載の不備など、本社の保安管理部門と事業所・

営業所との間での意思疎通が徹底されていないことや、業務主任者や事業所・営業所

等の責任者の監督責任が十分に機能していないことによるものも見受けられた。 

 

２．産業保安監督部の対応 

 

産業保安監督部においても、立入検査において法令違反又は不適切な事案が確認された

３社に対し、監督部長名による行政指導（厳重注意）を行った。事案の概要は以下のとお

りである。 

 

（１）関東東北産業保安監督部東北支部 

立入検査及び報告徴収により、定期点検・調査の一部及びバルク供給設備の充てん作

業時点検が認定を受けていない保安機関により行われていることを確認したため、監督

部長名により厳重注意を行い、改善及び結果の報告を指導した。 

 

（２）九州産業保安監督部 

① 立入検査により、容器交換時等供給設備点検結果の記録等の帳簿についての未作

成及び緊急時対応体制の不備を確認したため、監督部長名により厳重注意を行い、

改善及び結果の報告を指導した。 

② 立入検査により、定期点検の未実施を確認したため、監督部長名により厳重注意

を行い、改善及び結果の報告を指導した。 

 

 

Ⅳ．ＬＰガス販売事業者等が講ずべき具体的な保安対策（要請４項目）  

 

 

最近の事故動向、平成２３年度に実施したＬＰガス販売事業者等に対する立入検査結果
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る４項目をＬＰガス販売事業者等に対して要請する。 

１．法令遵守の徹底 

２．組織内のリスク管理の徹底 

３．事故防止対策 

４．自然災害対策 

特に、事故防止対策については、平成２４年の事故発生状況等から、 

（１）ＣＯ中毒事故の防止 

（２）一般消費者等に起因する事故の防止 

（３）ＬＰガス販売事業者等に起因する事故の防止 

を重点に対応することを要請する。 

その際、少子化、高齢化等社会経済情勢を踏まえた自主保安活動を実施するとともに、 

・一般社団法人全国ＬＰガス協会の「ＬＰガス安全安心向上運動」 

・日本液化石油ガス協議会・地域液化石油ガス協議会の集まりである七協議会連絡会議

（以下「七協議会連絡会議」という。）の行動基準 等 

で実施することとされた項目を自主保安活動に積極的に取り入れ、具体的な取組を行うこ

とが重要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．法令遵守の徹底 

 

（１）経営者の保安確保へ向けたコミットメント等 

①経営の基本方針として、法令の遵守、保安の確保を掲げること。 

②経営者自らが保安に対する姿勢を社内外に明確に表明し、保安確保の指導力を発揮す

ること。 

③経営者の最も重要な役割である保安組織体制の整備及び保安関連予算の確保を図る

こと。 

 

 

 

 

等を踏まえ、保安院としては、平成２４年度において、次に掲げる４項目をＬＰガス販売

事業者等に要請する。 

○法令遵守の徹底 

○組織内のリスク管理の徹底 

○事故防止対策 

○自然災害対策 

 

 

 

 

その際、少子化、高齢化等社会経済情勢を踏まえた自主保安活動を実施するとともに、

業界団体が全国的に展開する社団法人エルピーガス協会の「ＬＰガス安全安心向上運動」、

日本液化石油ガス協議会の「経営者保安研修会共同宣言」、近畿液化ガス保安協議会の「創

立４０周年保安宣言」等で実施することとされた項目を自主保安活動に積極的に取り入

れ、かつ、これらの宣言等を確実に実施するため、具体的な取組を行うことが重要である。

保安院は、事後規制を着実かつ効果的に実施する観点から、引き続きＬＰガス販売事業者

等に対して立入検査を実施し、保安業務の具体的な実施状況、保安教育の実施状況等につ

いて確認することとする。 

なお、平成２４年度の立入検査においては、平成２３年度の立入検査結果を踏まえ、不

適切な事案が多数認められた保安業務に係る委託契約の内容、保安業務（供給設備点検及

び消費設備調査等）の実施状況を中心に、液石法第１４条第１項に基づく供給開始時又は

記載事項変更時の書面の交付状況、貯蔵施設等に係る基準適合義務等の遵守状況、バルク

貯槽の安全弁の交換作業の実施状況、保安教育の実施状況、保安業務を委託している場合

の実施結果の確認等業務主任者が行うべき職務の実施状況、経年管理状況、ＬＰガス販売

事業者等が備えるべき帳簿への記載状況、質量販売における基準の適合状況及び消費設備

調査の実施状況を重点的に確認する。 

 

１．法令遵守の徹底 

 

（１）経営者の保安確保へ向けたコミットメント等 

法令遵守は、ＬＰガス販売事業者等として必須の責務であり、法令違反の発生は、事

業実施の資格を疑わせ、かつ、事故に直接つながるものである。いずれの企業にとって

も、安全の確立は、法令遵守が確実になされてこそ初めて実現できるものである。特に、

ＬＰガスは、全国約２，５００万世帯に供給されている生活に密着した重要なエネルギ

ーである一方で、一たび事故が起これば一般消費者等が事故に巻き込まれる確率の高い

製品であり、経営者は、液化石油ガスを扱っているという自己の置かれている社会的責

任の重さを十分に認識し、経営の基本方針として法令の遵守、保安の確保を掲げ、保安

に対する姿勢を経営者が自ら社内外に明確に表明（コミット）し、保安確保の指導力を

発揮するべきである。 
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（２）ＬＰガス販売事業者等の義務の再認識 

①ＬＰガス販売事業者は、保安業務を委託している場合でも、一般消費者等に対して保

安業務の内容が提供されていることについて保安機関に確認を行うこと。 

②保安機関は、保安業務の結果を確実に委託元であるＬＰガス販売事業者に通知するこ

と。 

（現状） 

・平成２３年度の立入検査において、保安業務を実施した結果を委託元であるＬＰ

ガス販売事業者に通知したことが確認できなかった保安機関が見受けられた。 

 

 

 

 

（３）保安教育の確実な実施 

①保安教育を的確に実施する体制を整備するとともに、年間保安教育計画を策定し、保

安教育が従業員に対して確実に実施されるようにすること。 

②保安教育の実施に当たっては、容器交換時や設備工事・修理等の際の標準作業マニュ

アルを作成する等、作業手順の再確認及び徹底並びに定められた作業を的確に実施で

きる技術力の向上を図るよう指導すること。 

③販売グループの中核となっているＬＰガス販売事業者は、グループ内事業者に対する

保安教育を主導すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）販売所・営業所単位での保安確保 

①販売所・営業所の責任者が保安業務の監督責任者としての自覚を持ち、業務主任者と

さらに、経営者は、従業員より率先して法令遵守や保安確保に対する強い意識を持ち、

この強い意識を各従業員にまで浸透するよう、具体的な行動を示すとともに、以下に掲

げる具体的な保安対策が着実に実施され、効果を挙げるよう、経営者の最も重要な役割

である、適切な体制の整備並びに質量ともに的確かつ適切な人員及び予算の確保を図る

べきである。  

 

（２）ＬＰガス販売事業者及び保安機関の義務の再認識 

ＬＰガス販売事業者が保安業務を保安機関に委託している場合、委託元と委託先のそ

れぞれの業務と役割について再認識をすることが必要である。ＬＰガス販売事業者は、

保安業務を委託している場合であっても、自らがＬＰガスの供給契約を締結している一

般消費者等に対して、液石法に定める保安業務の内容が確実に提供されるよう保安機関

に遺漏なく確認を行う責務がある。 

立入検査においては、保安業務を実施した結果を委託元であるＬＰガス販売事業者に

通知したことが確認できなかった保安機関が見受けられており、保安機関は、保安業務

の結果を確実にＬＰガス販売事業者に通知する必要がある。また、ＬＰガス販売事業者

は、保安機関による供給設備点検・消費設備調査の結果、改善が必要である旨の通知が

あった場合は、速やかに対応し、その責務を果たす必要がある。 

 

（３）保安教育の確実な実施 

液石法では、保安確保のための必要最低限の業務・基準を規定している。ＬＰガス販

売事業者等においては、液石法に規定する保安業務の内容のほか、販売の基準も含めた

義務等を従業員全員が認識した上で業務を実施していくことが必要である。さらに、法

令上の義務等にとどまらず、法令に違反した場合の法令上の措置、違反に起因した事故

発生時の社会的責任、更には保安レベルの向上に向けて経営者が掲げる経営の基本方針

やその背景についても従業員全員が十分に認識することが重要である。 

このため、ＬＰガス販売事業者等は、保安教育を的確に実施する体制を整備するとと

もに、外部で実施される講習会等の活用も含めた年間保安教育計画を策定した上で、保

安教育が従業員に対して確実に実施され、充実するようにする必要がある。  

また、容器交換時や設備工事・修理等の際の作業ミスによる漏えい事故等が依然とし

て発生している他、バルク貯槽の安全弁交換時の作業ミスによる漏えい火災事故が発生

した。このため、保安教育の実施に当たっては、標準作業マニュアルを作成する等、作

業手順の再確認及び徹底を図るとともに定められた作業を適確に実施できる技術力の

向上を図るよう指導することも重要である。 

なお、販売グループの中核となっているＬＰガス販売事業者は、保安業務の高度化を

推進するため、グループ内事業者に対する保安教育の実施や情報提供について主導的な

役割を果たすことが望まれる。 

 

（４）事業所単位での保安確保 

ＬＰガス販売事業者の事業所や営業所単位で、法令遵守と適正な保安業務を推進して
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ともに、保安確保への取組を確実に実践すること。 

②業務主任者の職務・役割の社内規程類への明示による明確化等、実効的に機能する体

制の整備を図ること。 

（現状） 

・平成２４年度の立入検査において、点検・調査結果等における未記入・誤記入を

業務主任者が見過ごしていた例が散見された。 

③販売所・営業所において法令遵守と保安業務の適切な実施が行われているかを本社の

保安管理部門等が確実に把握し、不足・不備があれば改めることができるよう、内部

監査体制等の見直しを含めた整備、充実を図ること。 

（現状） 

・平成２３年度において、本社の保安管理部門が販売所・営業所の業務の実施状況

を把握しておらず、法令違反に至った事例があった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）事業譲渡時の保安業務の確実な実施 

①事業譲渡を受ける場合は、譲渡前の保安状況を事前に確認し、保安業務遂行の人員、

日数等を確保し、保安業務を実施すること。 

②譲渡後も緊急時対応の基準内の確実な実施を含めた保安業務の実施状況について再

度確認をすること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．組織内のリスク管理の徹底 

 

○現場の実態に応じて異なるリスクを把握・認識し、適切な対策・改善を継続して実施

する「リスクマネジメント」の考え方を取り入れ、リスク管理の徹底を図ること。 

 

 

いくためには、事業所・営業所の責任者が保安業務の監督責任者としての自覚を持ち、

実務面の責任者である業務主任者とともに、その企業及び経営者の目指す保安確保への

取組を確実に実践していくことが重要である。しかしながら、最近の立入検査において

も、業務主任者や事業所・営業所の責任者の保安業務への認識が不十分で自らに課せら

れた業務について、その監督責任を果たしていない事例が見受けられる。 

業務主任者は、液石法においてＬＰガス販売事業者に選任が義務付けられており、液

化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律施行規則（平成９年通商産業省

令第１１号。以下「液石法施行規則」という。）第２４条に規定されているとおり、自

ら販売する場合の法令遵守はもちろんのこと、保安業務を委託した場合においてもその

実施結果について確認し、改善が必要な場合には、ＬＰガス販売事業者の責任として対

応が図られるよう措置することが求められている。このため、ＬＰガス販売事業者は、

業務主任者からの報告を受け、必要な措置が講じられるよう、業務主任者及びその報告

を受けた事業所・営業所の責任者の職務・役割を社内の保安に係る規程類において明確

に位置付ける等、実効的に機能する体制の整備を図ることが重要である。 

また、本社と事業所・営業所との間での意思疎通が不十分であることから法令違反に

至った事例が見受けられる。ＬＰガス販売事業者等は、事業所・営業所での業務状況に

ついて、法令遵守と保安業務の適切な実施が行われているかを本社の保安管理部門等が

確実に把握し、不足・不備があれば改めることができるよう、内部監査体制等の見直し

を含めた整備、充実を図ることが必要である。 

 

（５）営業譲渡時の保安業務の確実な実施 

ＬＰガス事業者のＭ＆Ａの推進、人口減や世帯数減による消費者数の減少等によりＬ

Ｐガス事業者間での営業譲渡はこれからも積極的に進められると予想される。営業譲渡

が行われる際には、多くの一般消費者等に対して一時期に集中して１４条書面交付や供

給開始時点検・調査等の保安業務を実施する必要が生じることとなるが、これらを着実

に行うことは事故の防止及び保安レベルの向上の観点から重要である。 

このため、ＬＰガス販売事業者は、営業譲渡等を受ける場合は、譲渡前の保安状況を

事前に確認し、自社での保安業務遂行に関しての人員確保、実施日数等について適切に

判断した上で行うとともに、譲渡後の緊急時対応の基準内の確実な実施を含めた保安業

務の実施状況について再度確認をする必要がある。 

なお、点検等の結果、技術基準等に不適合な供給設備等があれば速やかに改善するこ

とが必要である。 

 

２．組織内のリスク管理の徹底 

 

事故や法令違反等の発生の状況を見ると、保安確保に対する軽視や油断・緩みと考えら

れるものが散見される。例えば、保安業務を実施した者のみに任せきりにし、事業所内で

の保安の責任者による二重のチェックが行われていない等、組織的な管理・監督がいまだ

に不十分であることが挙げられる。 
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３．事故防止対策 

 

（１）ＣＯ中毒事故の防止対策 

ア）業務用厨房におけるＣＯ中毒事故の防止対策 

 

 

 

 

 

 

 

 

ａ．業務用厨房の関係者に対する周知 

①換気（給気及び排気）が十分に行われないと不完全燃焼を起こしＣＯが発

生するメカニズムや業務用厨房においてひとたび事故が発生した場合、従

業員のみならず来店者をも巻き込むこと等について対面により説明し、換

気や清掃・メンテナンスの重要性について、業務用厨房の所有者、従業員

等の理解を促すこと。 

（現状） 

・平成２４年においては、８件のＣＯ中毒事故のうち５件が業務用厨房

で発生している。これらの原因は、換気設備未使用によるもの、換気

不良によるもの、メンテナンス不足によるもの、排気口閉塞による排

気不良によるものなどである。 

・業務用厨房機器の使用者向けのＣＯ中毒事故防止のための注意喚起の

チラシを経済産業省のホームページに掲載（別紙１）。 
②定期消費設備調査等の機会に、業務用厨房機器の設置環境や使用状況を確認

し、業務用厨房の所有者、従業員等に対し、ガス機器、レンジフード・換気扇

や排気ダクトの清掃、修理等の定期的な清掃・メンテナンスの必要性を働きか

このため、ＬＰガス販売事業者等は、内部監査により自社の保安業務の確実な実施が確

認できるようダブルチェック体制を含めたリスク管理体制の構築、保安教育から保安業務

までを一貫して管理する保安責任者の設置、内外の事故情報の収集連絡体制の整備を行う

べきである。さらに、ＬＰガス販売事業者等は、保安院のホームページに公表されている

事故事例・立入検査結果等を参考にして自社が管理している保安業務等に内在する事故や

法令違反が発生するリスク等の要因の洗い出しを徹底して行い、現場の実態に応じて異な

るそれぞれのリスクを把握・認識し、適切な対策・改善を継続して実施する「リスクマネ

ジメント」の考え方を取り入れることにより、リスク管理の徹底を図るべきである。  

また、社内において内部監査を実施する場合には、形式的なチェックに留まらず、あく

までも第三者の視点から保安業務の実施状況を確認することが重要である。 

 

３．事故防止対策 

 

（１）業務用施設等におけるＣＯ中毒事故の防止対策 

① 業務用厨房におけるＣＯ中毒事故の防止対策 

平成２３年においても、業務用厨房においては、１０件のＣＯ中毒事故のうち５

件が発生し、重大な被害をもたらしている。直接の原因については、換気設備の未

使用、燃焼器の給気不足による不完全燃焼等によるものと推定されているが、業務

用厨房におけるＣＯ中毒事故が多発するのは、業務用厨房の所有者、従業員等に対

するＬＰガスを使用する際の保安啓発が徹底されていないことにも原因があるも

のと考えられる。 

このため、ＬＰガス販売事業者等は、次の対策を執るべきである。 

 

ア）業務用厨房の関係者に対する周知 

ＬＰガス販売事業者等は、換気（給気及び排気）が十分に行われないと不完全

燃焼を起こしＣＯが発生するメカニズム等について対面により説明する等、業務

用厨房の所有者、従業員等の理解を促すことが重要である。また、業務用厨房に

おいてひとたび事故が発生した場合、従業員のみならず来店者をも巻き込み、重

大な結果となることについて周知することが必要である。 

具体的には、業務用厨房の関係者向けにガス機器使用時の注意事項をまとめた

パンフレット、マニュアル等を有効に活用して、業務の機会を通じて直接、関係

者に対する注意喚起を徹底するべきである。 
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けること。 

（現状） 

・レンジフード・換気扇や排気ダクトの清掃・メンテナンスに関する注意喚

起のチラシ（総務省消防庁及び東京消防庁と連名）を経済産業省のホーム

ページに掲載（別紙２）。 

・業務用厨房機器を維持管理する際に注意すべき点等について平成２５年度

中に経済産業省のホームページに公表予定。 

③めんゆで器の排気口を閉塞したことによるＣＯ中毒事故の対象となったメー

カー製のめんゆで器（同一型式及び類似型式）であって、まだ対策が取られて

いないものを発見した場合は、その使用者に対しメーカーの対応を紹介し、対

策を促すこと。 

（現状） 

・平成２４年２月に発生した岐阜県の体験施設におけるめんゆで器に係るＣ

Ｏ中毒の事故発生後、メーカーは、使用者に対し注意喚起するとともに、

排気筒を延長するカバー（高さが高く、上面に物が置けないよう傾斜が付

いている。）を作成し、警告シールとともに無償で提供する対策を実施中。 

 

ｂ．業務用換気警報器・ＣＯ警報器の設置の促進 

○業務用厨房の使用者や所有者に対して、業務用換気警報器・ＣＯ警報器の設置

の促進を引き続き継続すること。 

（現状） 

・七協議会連絡会議では「業務用ＣＯ中毒の事故対策機器の普及状況の実

態調査」を３項目の行動基準の一つとしており、平成２４年１２月末現

在、普及率は６２％（全２２０社中 回答率９４％）。 

 

イ）ボイラーにおけるＣＯ中毒事故の防止対策 

○ホテル・旅館・学校においては、厨房だけでなくボイラーにおけるＣＯ中毒事

故が発生していることから、引き続き、ホテル・旅館等に対する周知活動を通

じて、注意喚起を継続的に実施すること。 

（現状） 

・平成２１年１月には鹿児島県の高校において、同年６月には山口県のホテル

において、いずれもボイラーの不完全燃焼及び排気不良により、それぞれ１

８名、２２名（うち１名死亡）の被害を伴う事故が発生。 

・ホテル・旅館等でのボイラーによるＣＯ中毒事故防止のための注意喚起のチ

ラシを経済産業省のホームページに掲載（別紙３）。 

 

ウ）住宅におけるＣＯ中毒事故の防止対策 

①長期間使用していないガス機器を使用するときには排気筒を確認するよう、

様々な機会を通じて一般消費者に注意喚起すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ）業務用換気警報器・ＣＯ警報器の設置の促進 

ＬＰガス販売事業者等は、業務用厨房の使用者や所有者に対し、業務用換気警

報器・ＣＯ警報器の設置の促進を引き続き継続する必要がある。 

さらに、保安院は、業務用厨房における事故防止のためにどのような措置が有

効か、法的規制も含め引き続き検討している。 

 

 

 

② 業務用厨房以外におけるＣＯ中毒事故の防止対策 

平成２１年に山口県のホテルで発生したＣＯ中毒事故の原因調査、再発防止策を

検討するため設置された「山口県における液化石油ガス一酸化炭素中毒事故原因調

査・再発防止検討委員会」が平成２２年１月に取りまとめた報告では、ＬＰガス販

売事業者、燃焼器製造メーカー、国等がそれぞれ取り組むべき対策が述べられてい

るところであり、ＬＰガス販売事業者は、引き続き、ホテル・旅館等に対して周知

活動を通じて漏れなく注意喚起を継続的に実施することが必要である。 

平成２３年には、業務用厨房以外において、旅館、協同組合の作業場でそれぞれ

１件のＣＯ中毒事故が発生している。これらに対しても業務用厨房に準じたＣＯ中

毒事故防止対策を講じていく必要がある。 
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②不完全燃焼防止装置が付いていない古いガス機器については、製造事業者等に

よる点検を受けるよう、定期消費設備調査等の機会を通じ一般消費者に注意喚

起すること。 

（現状） 

・平成２４年２月、茨城県の工場に併設された住宅において、瞬間湯沸器のバ

ーナー及び熱交換のフィン部にすすによる目詰まりがあったことから、不完

全燃焼が発生し、かつ換気扇を使用しなかったため、室内にＣＯが充満し、

１名が死亡、１名が軽症となる事故が発生。 

・平成２４年１２月、福井県の一般住宅において、長期不在により風呂釜の排

気筒に鳥が巣を作ってしまい、使用時に排気不良により不完全燃焼が発生

し、２名が軽症となる事故が発生。 

 

（２）一般消費者等に起因する事故の防止対策 

ア）一般消費者等に対する周知等による保安意識の向上 

○一般消費者等が正しいＬＰガス及び関連機器の取扱方法を理解し、実行できるよ

うにするため、以下のような工夫を図りながら一般消費者等への周知活動を実施

すること。 

・一般消費者等との接点を増やすため、法定の定期点検・調査以上の頻度での

一般消費者宅の訪問 

・コンロ清掃・料理教室等のイベント、町内会・自治会・婦人会等との共同の

防災訓練などの地域貢献活動等による消費者との接点の強化 

・事故事例を身近な事例として認識してもらうため、経済産業省のホームペー

ジに公表されている実際の事故事例等の活用 

（現状） 

・消費機器管理による事故防止のための注意喚起のチラシを経済産業省のホー

ムページに掲載（別紙４）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ）安全な消費機器の普及促進 

○安全装置付き風呂釜、Ｓｉセンサーコンロ等の安全な消費機器の普及を促進する

こと。 

（現状） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）一般消費者等に起因する事故の防止対策 

① 一般消費者に対する周知等による保安意識の向上 

安全機器の設置や適格な消費設備調査の実施がなされている場合であっても、一

般消費者の機器の誤使用・取扱いの不備等を防ぐことはできず、これらを原因とす

る事故はいまだ多く発生している。こうした事故の発生を防止するためには、一般

消費者が正しいＬＰガス及び関連機器の取扱方法を理解し、実行できることが最大

の解決方法であり、このために定期的な周知を液石法上義務付けているものであ

る。 

このように、なぜ一般消費者に対して周知により保安のための普及啓発を行うの

かという原点に立ち戻れば、チラシ等を投函するのみといった形式的な対応とはな

らないはずである。このような点を踏まえ、ＬＰガス販売事業者等は、事故の発生

の防止につながるような一般消費者への普及啓発を、粘り強く、以下のような工夫

を図りながら実施していくことが極めて重要である。 

・一般消費者との接点を増やすために、法定の定期点検・調査以上の頻度での一

般消費者宅の訪問、コンロ清掃、料理教室、セミナーなどのイベントの活用、

町内会・自治会・婦人会等との共同の防災訓練など地域貢献活動による消費者

との接点の強化 

・事故事例を身近な事例として認識してもらうために、保安院のホームページに

公表されている実際の事故事例等の活用 

・ＬＰガス販売事業者等の最大の特長とも言える一般消費者との直接面談の機会

を最大限に活用するため、実際に機器を使用した対話形式での実施、実施者の

ロールプレイングによるトレーニングの徹底  
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・平成２４年においては、原因者等別に見て最多の一般消費者等に起因する事

故の原因のうち、風呂釜、コンロの点火ミス、立ち消えによるものが２０件

と最多であった。 

・古いタイプの風呂釜の使用方法に関する注意喚起及び安全性が向上した風呂

釜の普及促進のためのチラシを経済産業省のホームページに掲載（別紙５）。 

・Ｓｉセンサーコンロの安全機能等を紹介したチラシをＬＰガス安全委員会の

ホームページに掲載（別紙６）。 

 

ウ）誤開放防止対策の推進  

①ガス器具が接続されていないガス栓のつまみを間違って開けてしまうことを防

止するため、ガス栓のつまみ部分に被せる「閉栓カバー」の設置を促進すること。 

（現状） 

・「閉栓カバー」の普及促進のためのチラシを経済産業省のホームページに掲

載（別紙７）。 

・一般社団法人日本エルピーガス供給機器工業会によれば、平成２４年の「閉

栓カバー」の出荷台数は４０６，００２個であり、平成２３年の３１，３９

４個から大幅に増加（１３倍以上）（別紙８）。 

・七協議会連絡会議では「消費者に起因するＬＰガス事故の防止対策としての

閉栓カバーの普及促進」を３項目の行動基準の一つとしており、平成２４年

１２月末現在、実施中が４１％、実施予定が５１％（全２２０社中 回答率

９４％）。 

②誤開放防止対策の一環として一口ガス栓への切り替えを検討すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エ）ガス漏れ警報器の設置の促進等 

○ＬＰガスの漏えいに起因する事故の防止には、ガス漏れ警報器の設置が効果的で

 

 

 

 

 

 

 

 

② 誤開放防止対策の推進  

二口ガス栓のガス器具に接続されていない方のガス栓を誤って開けてしまい、放

出されたＬＰガスが原因となる誤開放による事故が増加傾向にある。このような誤

開放の対策としては、燃焼器に接続されていないガス栓を開けられることのないよ

うにする「閉栓カバー」が既に実用化されているところである。保安院では、「閉

栓カバー」に着目したチラシを作成し、平成２４年２月よりホームページに掲載し

てその普及を促進している。 

ＬＰガス販売事業者等においても、「閉栓カバー」は誤開放による事故の防止へ

の効果が十分期待できること、簡便な器具でありコスト面での負担は比較的小さい

と考えられること、また、既に積極的にこれらの設置を推進しているＬＰガス販売

事業者等もあることを踏まえ、「閉栓カバー」の設置の促進を検討し、実施に移し

ていくことが求められる。 

なお、このような二口ガス栓の誤開放防止対策としては、一口ガス栓に切り替え

ていくことがより直接的な対策となるものである。ＬＰガス販売事業者等は、既に

積極的に一口ガス栓への切り替えを実施しているＬＰガス販売事業者等もあるこ

とを踏まえ、誤開放防止対策の一環としての実施を検討していくことが求められ

る。 

 

③ 家庭における経年対策 

家庭での事故の発生箇所として消費設備（ホース・ゴム管、こんろ、ふろがま等）

が挙げられるが、これらの設備における経年劣化の確認は一般消費者自らが行う必

要がある。また、ガス漏れ警報器、ＣＯ警報器には製品の有効期限が表示されてい

るが、ＬＰガス販売事業者からリースを受けている場合を除き、一般消費者が自主

的にその期限の確認を取らなければならない。しかしながら、一般消費者がこれら

の実態について十分に理解が深まっているとは思われない。 

一般消費者自らのＬＰガス事故の発生防止について意識を高めるためにも、これ

らの実態を踏まえＬＰガス販売事業者は保安に対しての理解を得るように様々な

機会を通じて積極的に活動することが必要である。  

 

④ ガス漏れ警報器の設置の促進等 

ＬＰガスの漏えいに起因する事故の防止には、ガス漏れ警報器の設置が効果的で
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あることから、事故の未然防止の観点から、ガス漏れ警報器の設置の促進及び期

限管理に取り組むこと。 

（現状） 

・一般社団法人全国ＬＰガス協会によれば、ガス漏れ警報器の設置率は、平成

２０年度以降悪化（別紙９）。 

・ガス警報器工業会は、平成２４年４月から３年計画で、ガス漏れ警報器の設

置率の向上及び期限切れ警報器の一掃を目指して「リメイク運動」を推進。 

 

 

 

オ）消費設備調査の推進 

①消費設備調査は法定事項であるとともに、普及啓発の重要な機会としてもとらえ

て、以下のような工夫を図りながら実施すること。 

・学校教科書のＣＯ中毒の記載（別紙１０）を参考とした絵を用いた説明資料

や外国語での説明資料の活用 

・ガスの請求明細の裏などに注意事項を記載 

②消費設備調査を拒否する一般消費者等に対しては、適切に実施されない場合は事

故の可能性を増加させるものであることから、事故事例の紹介の他、集合住宅の

場合には管理人の理解を得ること等、一般消費者等の理解を得られるよう工夫を

こらして実施すること。 

③不在が続く一般消費者等に対しては、十分な書面での説明、数回にわたる継続的

な訪問等十分な手続きを踏んだ上で、当該一般消費者等の安全の確保の観点から

一時的な閉栓に踏み切っているＬＰガス販売事業者もあり、保安の確保の観点か

らは参考となる。 

④消費設備調査の結果、機器の設置状況等の改善が必要な場合であっても一般消費

者等の理解が得られない場合は、放置せず、都道府県等の行政機関と相談し、早

急な改善が図られるよう対応すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

カ）リコール対象品等への対応 

○消費生活用製品安全法（昭和４８年法律第３１号。以下「消安法」という。）に

基づく回収命令の対象となっているパロマ製半密閉式ガス瞬間湯沸器について、

引き続き、空き部屋等も含め、リフォーム時や点検・調査時に遺漏なきよう回収

ある。社団法人エルピーガス協会の平成２３年３月末時点での調査によれば、共同

住宅の設置率は９３．１％（前年同期は９３．４％）、一般住宅での設置率は７２．

５％(同７４．７％)であり、いずれも前年よりも悪化しており、また、設置の余地

がある。さらに、これらのうち製造から５年を経過しているものがそれぞれ８．６％

（同８．５％）、１２．７％（同１２．５％）といずれも悪化している。 

ＬＰガス販売事業者等においては、ガス漏れ警報器の製造事業者及びその団体と

協力し、ガス漏れ警報器の効果を一般消費者等にわかりやすく伝える取組などを進

めるとともに、事故の未然防止の観点から、ガス漏れ警報器の設置の促進及び期限

管理に取り組むべきである。 

 

⑤ 消費設備調査の推進 

消費設備調査は法定事項であるばかりでなく、一般消費者等との直接面談の機会

であることを踏まえ、ＬＰガス販売事業者等は、普及啓発の重要な機会としてもと

らえて、以下のような工夫を図りつつ、適確に実施するべきである。 

・一般消費者等との接点を増やす観点や、一回の訪問では実施できない一般消

費者等もいることを踏まえ、法定周期よりも前倒しでの実施 

・高齢者や児童でも、また外国人でも理解できるよう、学校教科書のＣＯ中毒の

記載を参考とした絵を用いた説明資料や外国語での説明資料の活用 

・ガスの請求明細の裏などに注意事項を記載 

一方、消費設備調査を拒否する一般消費者も存在するが、適切に実施されない場

合は事故の可能性を増加させるものである。このため、ＬＰガス販売事業者等は、

消費設備調査は法定事項である旨と併せて事故事例も紹介しつつ、チラシ・パンフ

レット等も活用し伝える他、集合住宅の場合には事故の影響は隣室にも及ぶことを

踏まえて管理人の理解を得ることなど、一般消費者の理解を得られるよう工夫をこ

らして保安啓発に取り組むことが必要である。 

なお、不在が続く一般消費者に対しては、十分な書面での説明、数回にわたる継

続的な訪問等十分な手続きを踏んだ上で、当該一般消費者の安全の確保の観点から

一時的な閉栓に踏み切っているＬＰガス販売事業者もあり、保安の確保の観点から

は参考となるものである。  

また、消費設備調査の結果、機器の設置状況等の改善が必要な場合には、改善未

実施に伴う事故の危険性を事故事例も活用して十分説明を行い、理解が得られるよ

う努力し、早急な改善を図るべきである。一般消費者等の理解が得られない場合で

あっても放置せずに、基準適合命令も視野に入れて都道府県等の行政機関と相談

し、早急な改善が図られるよう対応することも必要である。 

 

⑥ リコール対象品等への対応 

消費生活用製品安全法（昭和４８年法律第３１号。以下「消安法」という。）に

基づく回収命令の対象となっているパロマ工業株式会社製半密閉式ガス瞬間湯沸

器については、ＬＰガス販売事業者等、都市ガス事業者等の協力により平成２４年
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対象機器の確認を実施すること。 

（現状） 

・パロマ製半密閉式ガス瞬間湯沸器は、ＬＰガス販売事業者等、都市ガス事業

者等の協力により平成２５年１月末までに５１６台の対象機器が回収され

ており、平成２４年１月末時点以降の１年間でも新たに２４台が回収されて

おり、うち１０台がＬＰガス機器である。 

・この中には、開栓状態で使用可能なものとして保育園で発見されたものが前

年に引き続き１台あった。 

・また、リコール以前から部屋を使用していない等の事情によりこれまで発見

されず、空き部屋から発見されたものが５台あった（別紙１１）。 

 

 

 

 

 

キ）長期使用製品安全点検制度への協力 

○ＬＰガス販売事業者等は、消安法上、保安点検・調査又は周知等の際に、長期間

の使用に伴い生ずる劣化により安全上支障が生じ、特に重大な危害を及ぼすおそ

れの多い機器について、一般消費者に対し、製造又は輸入事業者に対する所有者

情報の登録や変更が必要であることなどを周知する又はチラシ等を配布するな

どの協力の責務を確実に果たすこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）ＬＰガス販売事業者等に起因する事故の防止対策 

ア）供給管・配管の事故防止対策 

①埋設管は、腐食しにくいＰＥ管等への取替えを促進すること。 

②他工事業者による埋設管破損を防止するため、ＬＰガス販売事業者は、ガス供給

設備周辺で他工事の計画がある場合は、確実にＬＰガス販売事業者に知らせるよ

うに一般消費者等に対して周知するとともに、原則として工事の際に立ち会うこ

と。 

（現状） 

・平成１８年から２４年までの事故のおよそ１割が他工事業者による事故で

あることを踏まえ、国土交通省と厚生労働省を通じて、ガス供給設備周辺

２月末までに４９４台の対象機器が回収されており、平成２３年２月末時点以降で

も新たに１９台が回収されており、うち１２台がＬＰガス機器である。 

この中には、いまだに開栓状態で使用可能なものとして発見されたものが２台あ

り、特に保育園で断続的に使用されていたものもあったなど、対象機器による事故

の発生のリスクは存在している。また、故障して使用できない状態であるとして保

安台帳に記載されていないものや、保安台帳への型式の記入ミス等により見落とさ

れていたものもある一方で、空家・空室等から発見されたものもあり、ＬＰガス販

売事業者等の点検・調査活動等が行われていたからこそ発見されたものもある。 

このように、対象機器はまだ発見され続けており、事故の発生リスクを低減させ

ていく必要があること、ＬＰガス販売事業者等による機器の設置状況の把握が不十

分であることに起因しているものがある一方で、点検・調査など対象機器の発見の

機会を有しているＬＰガス販売事業者等の活動によって発見され、事故を防止でき

ているものもあることを踏まえ、引き続き、点検・調査時に遺漏なきよう回収対象

機器の確認を実施することが必要である。 

 

⑦ 長期使用製品安全点検制度への協力 

平成２１年４月から、消安法に基づき、長期間の使用に伴い生ずる劣化（経年劣

化）により安全上支障が生じ、特に重大な危害を及ぼすおそれの多い機器について

製造又は輸入事業者が点検を行う制度（長期使用製品安全点検制度）が開始された。

機器の実際の点検時期は数年後になるものの、所有者に対する点検通知の基礎とな

る所有者情報の製造又は輸入事業者への登録が重要である。 

ＬＰガス販売事業者等は、消安法上、関連事業者として保安点検・調査又は周知

等の際に、一般消費者に対し、製造又は輸入事業者に対する所有者情報の登録や変

更が必要であることなどを周知する又はチラシ等を配布するなどの協力責務を負

っているものであり、一般消費者の保安を確保するためにも、確実に責務を果たす

ことが必要である。 

なお、平成２３年７月より、これまで本制度の対象ではなかったガス給湯暖房機

が対象となっているため、注意が必要である。 

 

（３）ＬＰガス販売事業者等に起因する事故の防止対策 

① 供給管・配管の事故防止対策 

平成２３年においても、供給管・配管の経年劣化による漏えい事故が多く発生し

ている。白管等腐食しやすい供給管・配管を埋設管として使用している場合には、

法令で規定されているとおり１年に１回以上漏えい試験を確実に行わなければな

らない。また、埋設管の腐食しにくいＰＥ管等への取替えを促進することも必要で

ある。 

また、水道工事業者や解体業者による埋設管の損傷事故が平成２３年においても

引き続き発生している。他工事業者による埋設管破損を防止するため、ガス供給設

備周辺で他工事の計画がある場合は、確実にＬＰガス販売事業者に知らせるように
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で他工事の計画がある場合は、確実にＬＰガス販売事業者に知らせるよう

に建設工事関係事業者に対し注意喚起を実施（別紙１２）。 

 

 

イ）機器の事故防止対策 

①調整器、マイコンメーター、高圧ホース、警報器等については、長期使用に係る

漏えい事故が発生していることから、これらの機器の期限管理を確実に行うこ

と。 

（現状） 

・高圧ガス保安協会による調整器の事故の分析結果（平成１４年から平成２３

年に発生した調整器に関する事故１８６件が対象）によれば、使用年数に起

因するもの４３件のうち、８８％に相当する３８件がメーカーの交換推奨期

限である７年及び１０年を超えてから発生しており、これらは交換推奨期限

以内に交換されていれば事故の発生を未然に防げたものである。 

・七協議会連絡会議では「事業者に起因するＬＰガス事故の防止対策としての

調整器の期限管理の実態調査」を３項目の行動基準の一つとしており、平成

２４年１２月末現在、メーカーの交換推奨期限を超えて使用されている調整

器の割合は、４．１％（全２２０社中 回答率９４％）。 

②充てん容器等の接続、消費機器の交換・修理等の作業手順の確認、作業終了後の

検査等を確実に行うこと。 

（現状） 

・一般消費者等からの連絡を受けてＬＰガス販売事業者等が対応した際に工事

ミス・作業ミスにより発生した事故が４件あり、うち３件でそれぞれ一般消

費者等が１名負傷している。 

③閉栓先において、充てん容器等が長期にわたって放置されていたことよる容器の

腐食による漏えい事故も発生していることから、不要な充てん容器等の撤去を確

実に進めること。 

 

ウ）バルク供給に係る事故防止対策 

①これまでに発生したバルク供給での事故事例やヒヤリハット事例を共有すると

ともに、安全弁の交換作業マニュアル等を活用することにより作業手順の確認を

十分に行い、事故防止の徹底を図ること。 

（現状） 

・平成２３年及び２４年にいずれもバルク供給において人身事故が発生してお

り、平成２３年は安全弁の交換作業ミス、平成２４年は液面計のフランジ部

に係る作業ミスであり、原因はいずれも作業手順の確認が不足していたもの

である。 

②民生用バルク供給システムのいわゆる２０年検査に係る経済産業省、高圧ガス保

安協会等の検討状況の把握に努めるとともに、２０年検査の本格化に向けた準備

一般消費者等に対して周知するとともに、原則として工事の際に立ち会うことも必

要である。その際、各地域の水道工事業者等他工事業者の関係団体との連携を図る

ことも有効である。 

 

② 機器の事故防止対策 

調整器、マイコンメーター、高圧ホース、警報器等は設置環境や使用状況により

電池寿命や機器の劣化の進行が異なるものの、長期使用に係る漏えい事故が発生し

ている。高圧ガス保安協会による調整器の事故の分析結果によれば、平成１４年か

ら平成２３年に発生した調整器に関する事故１８６件のうち、雪害等の自然現象や

接続作業時のミスなど使用年数に起因しないものを除くと４３件であり、これらの

直接の原因は腐食及び劣化によるものである。このうちの８８％に相当する３８件

がメーカーの交換推奨期限である７年及び１０年を超えてから発生しており、これ

らは交換推奨期限以内に交換されていれば事故の発生を未然に防げたものである。 

また、宮崎県で発生したメーカーの交換推奨期限を超えて使用された調整器に起

因する事故をきっかけとして、保安院本院及び産業保安監督部で実施した調整器の

期限管理の実態調査の結果、ほとんどのＬＰガス販売事業者がメーカーの交換推奨

期限を超えたものについても計画的に交換していくとの方向を示しているところ

である。 

こうしたことを踏まえ、ＬＰガス販売事業者等は、調整器、マイコンメーター、

高圧ホース、警報器等の期限管理を確実に行うことが必要である。 

また、充てん容器、高圧ホース等の接続や消費機器交換・修理の際の工事ミス・

作業ミスによるガス漏えい事故等が多いことから、充てん容器等の接続、消費機器

交換時等の作業の確認、交換等作業終了後の検査、供給設備・消費設備の工事の確

認と管理等を確実に行うことも必要である。 

さらに、閉栓先において、充てん容器等が長期にわたって放置されていたことよ

る容器の腐食による漏えい事故も発生していることから、不要な充てん容器等の撤

去を確実に進めることも必要である。 

 

③ バルク供給に係る事故防止対策 

 平成２３年においては安全弁交換時の作業ミスによる漏えい火災事故が発生し、

人的・物的被害も生じており、その原因は基本的な作業手順によらなかったもので

あった。バルク供給での漏えい事故は、流出量が多大になり、重大な事故につなが

るおそれが高いことから、ＬＰガス販売事業者等は、これまでに発生した事故事例

やヒヤリハット事例を共有するとともに、平成２０年度に保安院が高圧ガス保安協

会に委託して作成したバルク貯槽安全弁交換作業マニュアルＤＶＤなど関係団体、

メーカー等が提供している交換作業マニュアルを再度点検し、活用する等、作業手

順の確認を十分に行い事故再発防止の徹底を図ることが必要である。 
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に着手すること。 

 

（４）その他 

ア）質量販売に係る事故防止対策 

①質量販売の際も法令で求められている供給開始時調査や定期消費設備調査につ

いて、確実に実施すること。 

（現状） 

・平成２４年の質量販売における事故１０件のうち、定期消費設備調査が未実

施等の法令違反が５件認められている。 

②ＬＰガス販売事業者等による保安業務の実施が困難な山小屋等に対する質量販

売について、液石法施行規則第１７条に基づく特則承認に基づいて、山小屋等に

対する質量販売の保安の確保のための業務を確実に実施すること。 

（現状） 

・平成２５年２月時点で、３事業者９件が特則承認申請を準備中。 

 

イ）積雪又は除雪ミスによる事故防止対策 

○積雪寒冷地での積雪又は除雪ミスに伴う調整器、供給管等の損傷によるガス漏れ

等を防止するため、引き続き、従前以上に適切な落雪対策を講じるとともに一般

消費者等への注意喚起を図ること。 

（現状） 

・平成２４年は豪雪のため、平成１８年の８０件、平成２３年の５０件に続い

て６４件と雪害事故が多発した。 

・より効果的な積雪地域の雪害対策に資するため、容器の接続方法等に着目し

た対策をまとめ、平成２５年３月末までに経済産業省のホームページに掲載

（予定）。 

・ＬＰガス設備の雪害対策の普及促進のためのチラシを経済産業省のホームペ

ージに掲載（別紙１３）。 

 

４．自然災害対策 

 

①「東日本大震災を踏まえた今後の液化石油ガス保安の在り方について」（平成２４年

３月総合資源エネルギー調査会高圧ガス及び火薬類保安分科会液化石油ガス部会報

告書）及び「ＬＰガス災害対策マニュアル」（平成２５年３月経済産業省及び高圧ガ

ス保安協会）も踏まえ、災害発生時における保安確保のための具体的な取組について、

着実に実施すること。 

（現状） 

・各都道府県ＬＰガス協会、ＬＰガス販売事業者等のＬＰガス関係者が取り組む

ことが期待される災害対策を、「ＬＰガス災害対策マニュアル」として平成２５

年３月に策定（予定）。 

 

 

（４）その他 

① 質量販売に係る事故防止対策 

ＬＰガス販売事業者等は、質量販売について、法令で求められている供給開始時

調査や定期消費設備調査について、確実に実施することが必要である。  

保安院としては、ＬＰガス販売事業者等による保安業務の実施が困難な山小屋等

に対する質量販売について、液石法施行規則第１７条に基づく特則承認に係る運

用、手続等のルールを作成し、平成２４年度早期に施行することとしている。対象

となる山小屋等に関係するＬＰガス販売事業者等においては、このルールも踏ま

え、山小屋等に対する質量販売の保安の確保のための業務を確実に実施することが

必要である。 

 

 

 

② 落雪事故防止対策 

平成２４年は、平成１８年、平成２３年に匹敵する豪雪となり、落雪等による漏

えい事故等が多発している。 

これらの事故はいずれも適切な落雪対策を講じていなかったものであることを

踏まえ、ＬＰガス販売事業者等は、積雪寒冷地での落雪に伴う調整器、供給管等の

損傷によるガス漏れ等を防止するため、引き続き、従前以上に適切な落雪対策を講

じるとともに、高圧ガス保安協会の協力で作成したチラシ「雪害事故防止に向けて」

等も活用し、一般消費者等への注意喚起を図ることが必要である。 

  

 

 

 

 

４．自然災害対策 

 

平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災は、我が国全体に多大な被害をもたら

し、ＬＰガス関連分野においても、東北地方の沿岸部を中心とした地域において、消費者

及び事業者が多大な被害を受けた。一方、ＬＰガスによる大きな二次災害の発生はなく、

また、被災地域のＬＰガス販売事業者等の懸命な努力により比較的速やかに復旧が図ら

れ、「災害に強いＬＰガス」が実証されたと言える。 

また、西日本において、豪雨等の自然災害が発生したが、これらに対しても同様に、Ｌ

Ｐガス分野での二次災害の発生はみられなかった。 

しかしながら、東日本大震災においては、津波発生により通信網の断絶、電源の喪失、

車両燃料の不足、保安台帳の流失等、未曾有の災害に対して事前に備えておくべき課題も
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・各都道府県ＬＰガス協会等の取組状況について、一般社団法人全国ＬＰガス協

会を通じて把握することとしている。 

②仮設住宅におけるＬＰガスの供給に係るＬＰガス販売事業者等は、供給設備の点検、  

消費設備の調査等の保安業務の確実な実施並びにガスの漏えい事故防止及びＣＯ中

毒事故防止に係る一般消費者への注意喚起について、特に留意して取り組むこと。 

 

露呈された。また、過去に発生した豪雨災害等においても、今後につなげるべき様々な教

訓が残されている。 

特に、東日本大震災の発生を受け、総合資源エネルギー調査会 高圧ガス及び火薬類保

安分科会 液化石油ガス部会は平成２４年３月に報告書「東日本大震災を踏まえた今後の

液化石油ガス保安の在り方について ～真に災害に強いＬＰガスの確立に向けて～」を取

りまとめた。この東日本大震災を始めとするこれまでの災害により得られた教訓を活か

し、自然災害による被害を防止するとともに、より安全かつ早期にＬＰガスの供給再開を

行うため、ＬＰガス販売事業者等においては、同報告書に提示された具体的な対応策の実

現に向けて、他のＬＰガス関係事業者及び関係団体、自治会、町内会、婦人会、消費者団

体等、自治体、国等と一体となって取り組むことが期待される。 

また、大規模な自然災害が発生した場合には、仮設住宅が建設され、ＬＰガスの供給が

求められる場合が多く、現在も東日本大震災の被災者を始めとして多くの一般消費者が仮

設住宅においてＬＰガスを使用した生活を続けている。仮設住宅におけるＬＰガスの供給

に係るＬＰガス販売事業者等は、供給設備の点検、消費設備の調査等の保安業務の確実な

実施並びにガスの漏えい事故防止及びＣＯ中毒事故防止に係る一般消費者等への注意喚

起について、特に留意して取り組むことが求められる。 

 

 

 


